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道路橋りょう諸費（同盟会負担金） ○ Ｓ26 60 1 ○ 360 0 0 360 ○ ○ ○ 0

道路橋りょう諸費（協議会負担金） ○ S26 60 1 ○ 200 0 0 200 ○ ○ ○ ○ ○ △ 40

2 0 0 2 2 0 560 0 0 560 0 1 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 △ 40

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）道路建設課

会計区分

課・室名

一般会計

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応活動指標1結果分類事務区分 活動指標2結果分類 成果指標2結果分類成果指標1結果分類

事            業           名
福井新元気宣言

における位置付け

平成
２２年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

経過
年数

事業区分

事業
開始
年度



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 道路計画 Ｇ
1 □ □ Ｓ26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 60 年 □

 １8年度  １9年度 20年度 21年度

360 360 360 360

360 360 360 360

360 360 360 360

2 2 2 2

10.0 12.2 6.44 11.77

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

　主要道路の整備促進を図るために組織された道路関係協議会等に対して必要な経費を負担し、施策の推進に資する。

　整備促進に必要な調査研究と、関係機関に対し建設促進に関する提言、連絡調整を行う。
　・基幹道路関係（国道８号福井バイパス・国道４１６号）　　　　　２団体

[予算額および指標の推移等]

事業効果

目標値、指標の積算根拠等

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

360

国　庫

県　単

その他

道路橋りょう諸費（同盟会負担金） 含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

［事業内容］

指標

事　業
開　始
年　度

結果分類

所属の

方　針

I

0.0% Ⅱ2

縮　　減

□

　平成１４年度に負担金を見なおし、４万円を縮減した。
　国道１５７号、１５８号整備促進協議会について、設立目的を終えたことから平
成１７年度から削減することで２０万円を縮減することとした。

道路整備を促進するためには国に対し提言活動する組織として、各都道府県間レベル、県内関係
機関での連携調整する同盟会を確保する必要がある。

予　算　額　（単位：千円）

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

□

■
評価に基

づく今後

の 対 応今後とも、整備促進に向けて参加していく必要がある。

見　直　し　額

□

□

□

終期の見直し

千　円

 〕　／　整備目標

休　　止

廃　　止

□

□

□拡　　充

継　　続

の推移

完　　了

360

特　記　事　項

各協議会の活動を通して基幹道路の整備促進を図る。

事業開始後の見直し状況平成22年度予算額区　　　　　　分

[事業の評価]

0.0%

0.0%

成果 19.2%関係路線事業費推移

指標

そ の 他

（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

道路建設課

事      業      名

活動

22年度

360

360

その他特定財源

法定受託事務

一　般　財　源 360

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

0.0%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

土木 部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

平均伸び率

団体数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

財源内訳

国　　　　　庫

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 道路計画 Ｇ
1 □ □ S26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 60 年 □

 １8年度  １9年度 20年度 21年度

570 570 550 540

550 500 500 200

550 500 290 200

4 4 4 4

7 8 7 0

20 20 7 5

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

22年度

240

［事業内容］

指標

[事業目的]

主要道路の整備促進を図るために組織された道路関係協議会等に対して必要な経費を負担し、施策の推進に資する。

全国的な道路政策の調査研究、宣伝・啓蒙と連絡調整を行い、職員の技術の向上に資するための研修を行う。３団体

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事業効果

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

〕　　　＝　　　〔

3

各年度内参加人数

各年度内発行冊数

Ⅳ

Ⅳ

県　単

その他

道路橋りょう諸費（協議会負担金） 含まれる事業数

△ 40 千　円

□

□

□ 終期の見直し

□ そ の 他

 〕　／　整備目標

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

見　直　し　額

廃　　止

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

土木 道路建設課

事      業      名 国　庫

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数
事　業
開　始
年　度

特　記　事　項

全国レベルでの道路計画に関わる研究に精通している機関に会員として参加するこ
とにより、より詳細で有益な情報が得られ職員の資質向上を図る。

□

法定受託事務

200

200

区　　　　　　分

Ⅳ

△6.3%

△31.2%

平均伸び率

地方有料道路連絡協議会について、前年度からの繰越
金の活用により負担金の徴収を見直した。

結果分類目標値、指標の積算根拠等

完　　了

県レベルだけでは専門的な知識や技術は限られており、全国レベルでの道路計画に関わる研究に
精通している機関に会員として参加することにより、より詳細で有益な情報が得られ職員の資質
向上が図られる。 継　　続■

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

[事業の評価]

当 初 予 算 額 の 推 移

■

平成１６年度に、奥地開発道路協会の廃止による４０万円削減、地方有料道路
連絡協議会の活動費の合理化による負担金の見直しにより１万円縮減した。
また、平成１８年度に地方有料道路連絡協議会について、活動費の合理化によ
る負担金の見直しを行うことで２万円縮減した。
平成２１年度に、道路経済研究所の解散による１０万円の削減、他団体の活動
費の合理化により、２４万円を縮減した。

□拡　　充

評価に基

づく今後

の 対 応

△32.7%

道路整備を設計するための新たな技術を身につけるなど職員の資質向上を図るため、継続して参
加する必要があるが、繰越金の縮減を図るなど活動費の合理化により、１団体の負担金の支出を
一時休止した。

の推移

決 算 額 の 推 移

△15.2%

△17.3%

△20.5%

成果

活動 団体数

200

財源内訳

研修参加人数

研究、調査刊行物冊数

計 画 の 達 成 状 況

指標

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

200

－２－


